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[bookmark: _Hlk132706838]特定非課税管理勘定対象銘柄に関する申告書
（内国商品現物型ＥＴＦ）



　　年　　月　　日


株式会社東京証券取引所
代表取締役社長	殿

本店所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
会　社　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代 表 者の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
役　　職・
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



（管理会社名）は、別紙に掲げる銘柄が、別紙記載の取扱い開始日において、租税特別措置法施行令第２５条の１３第２３項第３号に規定する上場株式等に該当していないことを確認しました。
また、東京証券取引所が、当該銘柄を租税特別措置法第３７条の１４第５項第８号に規定する特定非課税管理勘定（所謂、ＮＩＳＡの成長投資枠）の対象商品としてウェブサイト上で公表することに同意します。

以　上


（平成２１年東証上場第１７号 別添２）
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【別紙】
	コード
	名　称
	租税特別措置法施行令第２５条の１３第２３項第３号の該当状況（デリバティブ取引）
	添付書類
	取扱い開始日

	
	
	行わない。／非課税口座に受け入れることができる上場株式等の範囲に関する基準第７条第２項各号に掲げる目的により投資する場合を除き、行わない。
	書類名：
記載箇所：

	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	



（記載上の注意）
・　必要に応じて、行を追加してください。
・　受益証券発行信託におけるデリバティブ取引の利用について記載されている書類（信託契約等）を添付し、「添付書類」欄に書類名と記載箇所を記載してください。なお、デリバティブ取引について記載されている書類が無い場合は、「添付書類」欄にその旨を記載してください。
・　本申告書記載の銘柄が、租税特別措置法施行令第２５条の１３第２３項第３号に規定する上場株式等に該当することとなる場合（監理銘柄・整理銘柄への指定を除く。）、変更日の１４営業日前までに、「特定非課税管理勘定対象銘柄に関する変更申告書」を提出してください。

